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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第２四半期連結
累計期間

第18期
第２四半期連結
累計期間

第17期

会計期間
自　平成27年10月１日
至　平成28年３月31日

自　平成28年10月１日
至　平成29年３月31日

自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日

売上高 （千円） 11,077,321 12,979,155 23,293,603

経常利益 （千円） 401,957 465,728 901,230

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 234,452 278,838 542,088

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 222,054 284,780 517,050

純資産額 （千円） 3,189,725 3,694,834 3,484,667

総資産額 （千円） 6,754,760 7,882,533 7,665,200

１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 34.56 41.11 79.92

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 47.2 46.9 45.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 541,379 306,195 1,401,720

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △59,145 △190,216 △172,681

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 45,176 △75,411 △56,035

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,863,335 3,531,931 3,483,692

 

回次
第17期

第２四半期連結
会計期間

第18期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自　平成28年１月１日
至　平成28年３月31日

自　平成29年１月１日
至　平成29年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.25 20.21

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府の景気対策の実施を背景に、雇用情勢や所得環境の改

善がみられるなど、景気は緩やかな回復基調が続いております。一方で、海外経済の先行きは依然として不透明な

状況が続くと予想されます。

　当社グループの主力事業が属するインターネット広告市場は、引き続き高い成長性を見せており、スマートフォ

ン市場の成長が更なる後押しをしております。国内のスマートフォン普及率は72.0％（総務省「平成27年通信利用

動向調査）と過半数を占めるまでに成長しており、重要なプロモーション手法となったことで、動画広告参入企業

の増加やネイティブ広告の伸張など、継続して成長が見込まれます。

　こうした事業環境のもと、当社グループは「新規事業の創出」「利益の向上」「人材の採用・育成」の重点項目

を掲げ、事業拡大に取り組んでおります。

　これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は12,979百万円（前年同四半期比17.2％増加）、営業利益は

469百万円（前年同四半期比16.1％増加）、経常利益は465百万円（前年同四半期比15.9％増加）、親会社株主に帰

属する四半期純利益は278百万円（前年同四半期比18.9％増加）となりました。

 

　セグメントの業績は以下のとおりであります。

 

＜インターネット広告事業＞

　当事業は、インターネットを活用した成果報酬型広告であるアフィリエイトサービスを主軸に事業を展開して

おります。主力のアフィリエイトサービス「アクセストレード」において、主要カテゴリの売上が好調に推移い

たしました。金融カテゴリにおいては、為替市場の影響を背景にFX関連が好調に推移したほか、サービスカテゴ

リの「エステ・人材関連」が前年度比を大きく上回り、ECカテゴリの「コスメ・健康食品」なども好調に推移い

たしました。店舗向けアフィリエイトサービス「ストアフロントアフィリエイト」においては、既存販路の稼働

率強化と新規店舗の開拓に注力いたしました。新規事業のネイティブアドネットワーク「X-lift」においては、

引き続き提携メディアの開拓の強化及びシステム開発の強化に注力しております。

　海外事業においては、まだ未成熟であるアフィリエイト市場の拡大に向け、提携メディアの拡大に向けた現地

セミナーの開催や販売活動を積極的に展開しております。

　これらの結果、当事業の売上高は12,653百万円（前年同四半期比17.8％増加）、セグメント利益は411百万円

（前年同四半期比7.2％増加）となりました。

 

＜メディア運営事業＞

　当事業は、日本最大級のママ向けコミュニティサイト「ママスタジアム」を主軸に事業を展開し、スマート

フォン向けアプリの企画開発、提供も行っております。主力の「ママスタジアム」においては、ママ向け情報サ

イトとしての認知が拡がりをみせ、企業のタイアップ広告の受注が収益に大きく貢献し、過去最高の月間売上高

を更新いたしました。また、月間ユニークユーザー数も継続して増加しております。ネイティブアプリなどを提

供するコンテンツ事業においては、保有する資産を有効活用して、低コストでのアプリの量産体制の基盤を一定

程度確立し、新規タイトルのリリースと運用をより一層強化してまいります。当期においては、既存の運営メ

ディア及びコンテンツの利用率向上にむけて運用精度を高めると共に、新たなサービス創出に注力してまいりま

す。

　これらの結果、当事業の売上高は326百万円（前年同四半期比2.9％減少）、セグメント利益は57百万円（前年

同四半期比187.0％増加）となりました。
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(2）財政状態の分析

①　資産

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産は6,821百万円となり、前連結会計年度末に比べ171百万円増加い

たしました。これは主にインターネット広告売上増収に伴い売掛金が100百万円増加したことによるものでありま

す。固定資産は1,060百万円となり、前連結会計年度末に比べ46百万円増加いたしました。これは主に本社の内部

造作及び新潟オフィスの移転に関連して有形固定資産が65百万円増加したことによるものであります。

　この結果、資産合計は7,882百万円となり、前連結会計年度末に比べ217百万円増加いたしました。

 

②　負債

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債は4,110百万円となり、前連結会計年度末に比べ１百万円増加い

たしました。これは主にインターネット広告売上増収に伴い売上原価が増加したことにより、買掛金が148百万円

増加した一方、法人税等の支払いにより未払法人税等が182百万円減少したことによるものであります。固定負債

は77百万円となり、前連結会計年度末に比べ５百万円増加いたしました。

　この結果、負債合計は4,187百万円となり、前連結会計年度末に比べ７百万円増加いたしました。

 

③　純資産

　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は3,694百万円となり、前連結会計年度末に比べ210百万円増加

いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益278百万円及び剰余金の配当74百万円によるもので

あります。

　この結果、自己資本比率は46.9％（前連結会計年度末は45.5％）となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ48百万円増加し、3,531百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金収入は306百万円（前年同四半期連結累計期間は541百万円の収入）となりました。

　主な資金増加要因は、税金等調整前四半期純利益439百万円、減価償却費97百万円、仕入債務の増加額147百万

円、投資有価証券評価損25百万円、投資事業組合分配金の受取額33百万円等によるものであります。主な資金減少

要因は、法人税等の支払額337百万円、売上債権の増加額98百万円、未払消費税等の減少額50百万円等によるもの

であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金支出は190百万円（前年同四半期連結累計期間は59百万円の支出）となりました。

　主な資金減少要因は、本社の内部造作及び新潟オフィスの移転に関連した有形固定資産の取得による支出93百万

円及び差入保証金の差入による支出14百万円、無形固定資産の取得による支出48百万円、投資有価証券の取得によ

る支出30百万円等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金支出は75百万円（前年同四半期連結累計期間は45百万円の収入）となりました。

　主な資金減少要因は、配当金の支払額74百万円等によるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成29年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年５月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,967,200 6,967,200
東京証券取引所

マザーズ市場

完全議決権株式で

株主の権利に特に

制限のない株式

単元株式数　100株

計 6,967,200 6,967,200 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年１月１日～

平成29年３月31日
－ 6,967,200 － 984,653 － 725,000
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（６）【大株主の状況】

  平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

河端　伸一郎 東京都中央区 2,933,200 42.10

河端　隼平 東京都品川区 520,000 7.46

藤田　由里子 東京都世田谷区 520,000 7.46

河端 雄樹 千葉県千葉市稲毛区 288,000 4.13

河端　繁 東京都港区 232,000 3.33

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 221,000 3.17

会田　研二 東京都八王子市 187,100 2.69

楽天証券株式会社 東京都世田谷区玉川１丁目14番１号 169,400 2.43

MSCO　CUSTOMER　SECURITIES

（常任代理人モルガン・スタン

レーMUFG証券）

1585 BROADWAY NEW YORK，NEW YORK

10036，U.S.A.

（東京都千代田区１丁目９－７ 　大手町

フィナンシャルシティサウスタワー）

137,600 1.97

小川　三穂子 千葉県市川市 112,000 1.61

計 － 5,320,300 76.36

（注）上記のほか当社所有の自己株式184,170株（2.64％）があります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式        184,100
－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式      6,782,500 67,825 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式            600 － －

発行済株式総数 6,967,200 － －

総株主の議決権 － 67,825 －

 

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社インタースペース 東京都新宿区西新宿２－４－１ 184,100 － 184,100 2.64

計 － 184,100 － 184,100 2.64

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年１月１日から平

成29年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年10月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成28年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,483,692 3,531,931

売掛金 2,893,003 2,993,541

その他 276,340 298,740

貸倒引当金 △2,576 △2,657

流動資産合計 6,650,459 6,821,555

固定資産   

有形固定資産 166,402 231,611

無形固定資産   

その他 314,103 305,719

無形固定資産合計 314,103 305,719

投資その他の資産   

その他 560,278 548,978

貸倒引当金 △26,042 △25,333

投資その他の資産合計 534,236 523,645

固定資産合計 1,014,741 1,060,977

資産合計 7,665,200 7,882,533

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,303,136 3,451,191

未払法人税等 352,785 170,066

賞与引当金 128,324 145,156

その他 324,383 343,771

流動負債合計 4,108,630 4,110,185

固定負債   

その他 71,903 77,513

固定負債合計 71,903 77,513

負債合計 4,180,533 4,187,699

純資産の部   

株主資本   

資本金 984,653 984,653

資本剰余金 725,000 725,000

利益剰余金 1,861,413 2,065,638

自己株式 △100,126 △100,126

株主資本合計 3,470,941 3,675,166

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,703 13,472

為替換算調整勘定 9,021 6,195

その他の包括利益累計額合計 13,725 19,667

純資産合計 3,484,667 3,694,834

負債純資産合計 7,665,200 7,882,533
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 11,077,321 12,979,155

売上原価 9,070,646 10,683,625

売上総利益 2,006,674 2,295,530

販売費及び一般管理費 ※ 1,602,295 ※ 1,825,926

営業利益 404,378 469,603

営業外収益   

為替差益 － 11,448

受取手数料 7,574 －

その他 2,871 2,331

営業外収益合計 10,446 13,780

営業外費用   

投資事業組合運用損 1,881 9,531

持分法による投資損失 6,326 7,815

支払補償費 3,304 －

その他 1,353 308

営業外費用合計 12,867 17,655

経常利益 401,957 465,728

特別損失   

投資有価証券評価損 － 25,766

特別損失合計 － 25,766

税金等調整前四半期純利益 401,957 439,962

法人税、住民税及び事業税 195,147 150,824

法人税等調整額 △27,642 10,299

法人税等合計 167,505 161,123

四半期純利益 234,452 278,838

親会社株主に帰属する四半期純利益 234,452 278,838
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年３月31日)

四半期純利益 234,452 278,838

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △7,753 8,768

為替換算調整勘定 △4,288 △3,152

持分法適用会社に対する持分相当額 △356 325

その他の包括利益合計 △12,398 5,941

四半期包括利益 222,054 284,780

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 222,054 284,780
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 401,957 439,962

減価償却費 90,198 97,937

貸倒引当金の増減額（△は減少） △17,660 △628

賞与引当金の増減額（△は減少） 18,819 16,832

受取利息及び受取配当金 △360 △137

為替差損益（△は益） △367 △12,595

持分法による投資損益（△は益） 6,326 7,815

投資有価証券評価損益（△は益） － 25,766

投資事業組合運用損益（△は益） 1,881 9,531

支払補償費 3,304 －

売上債権の増減額（△は増加） △72,871 △98,150

仕入債務の増減額（△は減少） △133,828 147,348

未払消費税等の増減額（△は減少） △22,550 △50,404

その他 111,760 25,028

小計 386,611 608,303

利息及び配当金の受取額 360 97

投資事業組合分配金の受取額 5,487 33,481

利息の支払額 △49 －

補償費の支払額 △3,304 －

法人税等の支払額 △8,629 △337,791

法人税等の還付額 160,904 2,104

営業活動によるキャッシュ・フロー 541,379 306,195

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △31,528 △93,033

無形固定資産の取得による支出 △48,252 △48,746

投資有価証券の取得による支出 － △30,107

投資有価証券の売却による収入 － 50

関係会社株式の取得による支出 △11,347 －

貸付けによる支出 △2,000 △4,871

貸付金の回収による収入 30,410 623

差入保証金の差入による支出 － △14,607

差入保証金の回収による収入 3,571 2,425

資産除去債務の履行による支出 － △1,950

投資活動によるキャッシュ・フロー △59,145 △190,216

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 100,000 －

リース債務の返済による支出 △907 △1,088

自己株式の取得による支出 △33 －

配当金の支払額 △53,882 △74,323

財務活動によるキャッシュ・フロー 45,176 △75,411

現金及び現金同等物に係る換算差額 147 7,672

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 527,557 48,238

現金及び現金同等物の期首残高 2,335,777 3,483,692

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,863,335 ※ 3,531,931
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年10月１日
　　至 平成28年３月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年10月１日
　　至 平成29年３月31日）

給与手当 575,251千円 614,580千円

賞与引当金繰入額 111,768 128,883

広告宣伝費 293,228 386,321

貸倒引当金繰入額 △15,514 △574

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日）

現金及び預金 2,863,335千円 3,531,931千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 2,863,335 3,531,931

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年10月１日　至　平成28年３月31日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年12月18日

定時株主総会
普通株式 54,265千円     8円  平成27年９月30日  平成27年12月21日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成29年３月31日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月15日

定時取締役会
普通株式 74,613千円   11円  平成28年９月30日  平成28年12月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年10月１日 至 平成28年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注） 

インターネット
広告

メディア運営 計

売上高      

外部顧客への売上高 10,741,584 335,736 11,077,321 － 11,077,321

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 10,741,584 335,736 11,077,321 － 11,077,321

セグメント利益 384,250 20,127 404,378 － 404,378

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年10月１日 至 平成29年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注） 

インターネット
広告

メディア運営 計

売上高      

外部顧客への売上高 12,653,018 326,136 12,979,155 － 12,979,155

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 12,653,018 326,136 12,979,155 － 12,979,155

セグメント利益 411,845 57,758 469,603 － 469,603

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年10月１日
至　平成28年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年10月１日
至　平成29年３月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 34円56銭 41円11銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
234,452 278,838

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
234,452 278,838

普通株式の期中平均株式数（株） 6,783,111 6,783,030

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　当社は、平成29年５月９日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条に基づき、当社の

取締役及び従業員に対して発行する新株予約権の募集事項を決定し、当該新株予約権を引き受ける者の募集をす

ることにつき決議いたしました。

 

１．新株予約権の数

1,920個

　なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、当社普通株式192,000

株とし、下記３．（１）により本新株予約権にかかる付与株式数が調整された場合は、調整後付与株式数に本

新株予約権の数を乗じた数とする。

２．新株予約権と引換えに払い込む金銭

　本新株予約権１個あたりの発行価額は、400円とする。なお、当該金額は、第三者評価機関である株式会社

プルータス・コンサルティングが、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプション価格算定モデルである

モンテカルロ・シミュレーションによって算出した結果を参考に決定したものである。

３．新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

　本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式

100株とする。

　なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。

以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これ

らの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整され

るものとする。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」と

いう。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金1,467円とする。

　なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額

を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

１

 分割（または併合）の比率
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　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己

株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による

自己株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り

上げる。

     
既 発 行

株 式 数 ＋

新 規 発 行

株 式 数
×
１ 株 あ た り

払 込 金 額

 調 整 後

行 使 価 額
＝
調 整 前

行 使 価 額
×

新規発行前の１株あたりの時価

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
 

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、そ

の他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価

額の調整を行うことができるものとする。

（３）新株予約権を行使することができる期間

　本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、平成33年１月１日から

平成39年９月30日までとする。

（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り上げるものとする。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

（６）新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の平成32年９月期から平成34年９月期のいずれかの事業年度の営業利益が1,800

百万円を超過した場合、各新株予約権者に割当てられた本新株予約権を行使することができる。

　なお、上記における営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される連結損益計算書

（連結損益計算書を作成していない場合、損益計算書）における営業利益を参照するものとし、国際財

務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標

を取締役会で定めるものとする。

②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役また

は従業員であることを要する。

（７）新株予約権を行使できない条件

①新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

②本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過する

こととなるときは、当該新株予約権の行使を行うことができない。

③本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．新株予約権の割当日

平成29年５月26日

５．新株予約権の取得に関する事項

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主

総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める

日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３．（６）及び３．（７）に定める規定により本新株予約権

の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。
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６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以

下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記３．（１）に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

上記３．（２）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記６．（３）に従って決

定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

上記３．（３）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記

３．（３）に定める行使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記３．（４）に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

上記３．（６）に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

上記５に準じて決定する。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

７．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

８．新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日

平成29年５月31日

９．申込期日

平成29年５月17日

10．新株予約権の割当てを受ける者及び数

当社取締役　　５名　　　1,230個

当社従業員　　12名　　　　690個

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社インタースペース(E05623)

四半期報告書

17/19



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 
 

平成29年５月９日

株式会社インタースペース

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 阪　田　大　門　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 瀧 野 恭 司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社インタースペースの平成28年10月１日から平成29年９月30日までの連結会計年度の第２四半
期連結会計期間（平成29年１月１日から平成29年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28
年10月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照
表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注
記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社インタースペース及び連
結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経
営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に
おいて認められなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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